
 

 

変動型最低限価格制度の試行適用（令和７年４月以降）について（お知らせ） 

 

  本市の建設工事の入札では、これまで予定価格５，０００万円未満には固定型最低制

限価格制度を、５，０００万円以上には低入札価格調査制度を適用しておりましたが、

近年の材料費・人件費の高騰など日々変化する社会情勢への対応や入札参加者の事務負

担軽減を目的として、下記のとおり、令和７年４月から建設工事入札全価格帯に変動型

最低制限価格制度を試行適用します。 

 

記 

 

１．変動型最低制限価格制度の概要 

  （１） 対 象 

      予定価格 130万円を超える、建設工事の制限付一般競争入札 

      ただし、執行予定総額 130万円を超える単価契約の工事については、従来の 

低入札価格調査制度を適用します。 

 

  （２） 低入札価格調査に係る提出書類の削減について 

これまで低入札価格調査時に提出いただいておりました入札者に係る事項、 

工事費内訳書、下請け業者・材料費の見積書など２部セットの書類は不要とな 

ります。 

ただし、変動型最低限価格制度での低入札基準価格を下回った落札候補者に 

は、工事の品質確保、安全対策及び下請け業者等への法令を遵守した適正な支 

払いなどについての誓約書（指定様式）を市に提出していただきます。 

誓約書を提出されない場合、応札は無効となります。 

   また、低入札基準価格を下回る価格での契約件数に対しては、これまでと同 

様に保有技術者数に応じた手持ち制限を適用します。 

 

（３） 手続きの流れ 

     次のページ「変動型最低限価格制度の手続きの流れの」とおりです。 

      なお、変動型最低制限価格制度の試行要領等につきましては、令和７年 3月 

中旬を目途に、明石市ホームページの入札コーナーに掲載します。 

   

２．実施時期 

  令和７年４月 1日以降の公告分から適用します。 
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〈変動型最低限価格制度の手続きの流れ（単価契約工事を除く）〉 

  

       

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

               

                

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）・有効な入札参加者とは、予定価格以内の入札参加者で、当該案件の入札参加要件に 

定める明石市入札参加資格者名簿への登録、地域区分、品質評価点、関係法令等の 

要件を満たしていることに加えて、入札額と内訳書の金額が一致している者をいう。 

・有効な入札参加者が４者未満の場合は、予定価格の 85％を最低制限価格とする。 

無効となる入札を除く 

 ・予定価格を超える入札 

最低入札価格の提示者（一番札） 

低入札基準価格以上か？ 

低入札基準価格は、直接工事費の 10 分の 9.7＋共通仮設費の 10 分の 9

＋現場管理費の 10分の 9＋一般管理費等の 10分の 6.8とする。 

また、予定価格の 10分の 7.5から 10分の 9.2の範囲で設定する。 

低入基準価格を下回る場合 低入基準価格以上の場合 

落札決定 

※施工実績、技術者の資格等の

事後審査も満たした場合 

変動型最低制限価格（失格値）を算出。失格値以上か？  

 変動型最低制限価格（失格値）は、当該入札における有効な入札参加者

のうち、入札価格の低い４者の平均値の 90％とする。 

ただし、算出された変動型最低制限価格が予定価格の 85％を下回る場 

合は、予定価格の 85％を失格値とする。  

 
変動型最低制限価格 

（失格値）未満の場合 

 

変動型最低制限価格 

（失格値）以上の場合 

落札決定 

失格 

二次判定 

一次判定 

施工実績、技術者の資格等の

事後審査を満たす場合 

左記の事後審査を満たさない場合は無効 

二
番
札
の
判
定
へ
（
以
降
同
じ
） 


